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別紙 

答申（情）第１５８号 

答 申 

 

１ 審査会の結論 

島根県教育委員会（以下「実施機関」という。）が本件審査請求の対象となった公文

書を非公開とした決定は、別表に掲げる部分を除き公開すべきである。 

 

２ 本件諮問に至る経緯 

(1) 令和４年３月17日に本件審査請求人より島根県情報公開条例（平成12年12月26日島

根県条例第52号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定に基づく公文書公開請

求があった。 

(2) 本件公文書公開請求の内容は、「令和〇年度島根県教頭採用・昇任候補者選考試験

における提出書類、法規試験、論文試験、面接試験、それ以外のものがあればそれも

含めて各評価割合」である。 

(3) この請求に対して実施機関は、令和４年３月24日付けで次のような決定（以下「本

件決定」という。）を行った。 

ア 公文書の件名 

  令和〇年度島根県教頭採用・昇任候補者選考試験における提出書類、法規試験、

論文試験、面接試験、それ以外のものがあればそれも含めて各評価割合 

イ 決定内容 

非公開決定 

ウ 公開しない理由 

  条例第７条第６号に該当 

  選考に関する情報であり、人事管理に係る事務に関する情報であって、当該事務

若しくは将来の同種の事務の公正若しくは円滑な執行に支障が生ずるおそれがあ

るため。 

(4) 審査請求人は、本件決定を不服として令和４年３月28日付けで審査請求を行った。 

(5) 実施機関は、条例第20条第１項の規定に従い、令和４年７月22日付けで当審査会に 

諮問書を提出した。 

 

３ 審査請求人の主張 

(1) 審査請求の趣旨 

    公文書非公開決定処分に対する審査請求は、これを公開するとの裁決を求める。 

(2) 審査請求の理由 

審査請求人の審査請求書及び反論書による主張の要旨は次のとおりである。 

ア 公開請求した評価割合は、公正な評価をする基準となる情報で、公開することで

人事管理に係る当該事務若しくは将来の同種の事務の公正もしくは円滑な執行に

支障が生ずるとは考えにくい。○○○○○○○○○○○○評価割合を非公開にする

ことで、人事管理が公正性を失っていると考える。公開する事によって、人事管理

に係る当該事務若しくは将来の同種の事務の公正若しくは円滑な執行につながる

と考えるから。（条例第７条第６号に非該当） 

イ そもそも、全てを公開しないこと自体、公正な人事管理とは言えないのではない
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か。提出した証拠物からわかるように○○○○○○○○○○○○○、論文試験・面

接試験の評価割合を非公開にすることにより、従来通りの恣意的人事が可能になる

のではないか。 

ウ 加えて、条例第３条を十分に尊重して解釈し運用しているとはいいがたい事例も

ある。それは面接試験において、以下の質問（「○○○○○○○○○○○○○○○

○」）があり、質問内容を面接官自身が検討していないと思われる。そのような不

完全な面接試験の評価割合が、非公開自体、個人に関する情報の保護に最大限の配

慮をしているとはいいがたい。非公開の状態で人事選考されることによる不信感は

募るばかりである。 

   エ 以上、日本国憲法第14条第１項「法の下の平等」違反に該当するものと考える。 

よって、公文書非公開決定処分に対する審査請求は、これを公開するとの裁決を求

める。 

 

４ 実施機関の主張 

   実施機関の弁明書による主張の要旨は次のとおりである。 

本件審査請求の対象となった公文書は、県立学校の教頭候補者選考試験における評価

に関わるものであるところ、当該選考試験においては、県立学校の教頭の職にふさわし

い資質・能力を有するか否かを、総合的・多面的に勘案して選考を行うこととしている。 

この点、当該選考試験を構成する各試験等の評価割合を公表した場合、例えば、相対

的に評価割合の低い項目が軽視されるようになったり、総得点を高くするための効率的

な試験対策を助長するなど、総合的・多面的な評価に基づく選考試験の趣旨が損なわれ、

公正かつ円滑な人事管理等に著しい支障が生じるおそれがある。 

このように、公開することにより、今後の同種の事務の適正な遂行に著しい支障を

生ずるおそれがあると認められることから、条例第７条第６号に該当するものとして、

非公開としたものである。よって、改めて公開するとの判断には至らないと考える。 

 

５ 審査会の判断 

(1) 条例の基本的な考え方 

条例の目的は、地方自治の本旨にのっとり、県民が県政に関し必要とする情報を適 

切に得ることができるよう、公文書の公開を請求する権利につき定めること等により、

県政に関する情報の一層の公開を図り、もって県民に説明する責務を全うするととも

に、県政に対する理解と信頼の下に県民参加による開かれた県政を推進することであ

る。 

 条例の基本理念は原則公開であり、非公開とする情報の範囲を定めるにあたって

の基本的な考え方は、請求者の権利と請求された公文書に情報が記録されている個

人・法人・その他の団体の権利利益及び公益との調和を図ることにある。  

当審査会は、情報公開の理念を尊重し、条例を厳正に解釈して、以下のとおり判断

する。 

(2) 本件対象公文書及び審査の対象について 

   本件対象公文書は、令和〇年度島根県立学校教頭職採用・昇任候補者選考試験（以

下「昇任試験」という。）に係る公文書である。本件対象公文書は、昇任試験受験者

（以下「受験者」という。）の受験情報等が記載された一覧表であり、本件対象公文

書に記載された情報は、以下のアからカに分類できる。 
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ア 面接試験及び筆記試験（筆記問題及び論述問題）の各評価割合（以下「各試験

等の評価割合」という。） 

イ 受験者の氏名・年齢等の受験者個人に関する情報（以下「受験者個人の属性と

なる情報」という。）、受験者の試験成績及び筆記試験の平均点 

ウ  面接試験の面接委員及び論述問題の採点者の氏名（以下「評価者の氏名」とい

う。）、面接試験の面接委員及び論述問題の採点者ごとの採点（以下「評価者ご

との採点」という。）及び評価者ごとの採点の平均 

エ 受験者の勤務評価及び校長推薦レベル（以下「受験者の勤務評価等」という。） 

オ 合否（案）を記載する項目欄 

カ 欠員数等の教頭職採用・昇任候補者名簿にかかる情報等（以下「教頭職採用・

昇任候補者名簿に係る情報等」という。） 

審査請求人は、実施機関が行った非公開決定に対して、これを公開するとの裁決

を求めていることから、当審査会としては、本件対象公文書全体を審査の対象とす

るが、上記アからカの情報は、性質がそれぞれ異なるため、上記アからカの情報に

ついて、分類された情報ごとに非公開情報該当性を検討することとする。 

(3) 条例第７条第６号について 

条例第７条第６号は、県の機関等が行う事務・事業に関する情報について、当該 

事務・事業の内容及び性質からみて、公開することにより当該事務・事業の適正な

遂行に著しい支障が生ずるおそれがあると認められる場合には非公開とすることを

定めたものである。 

また、「適正な遂行に著しい支障が生ずるおそれがあると認められる」とは、公

開のもたらす支障だけではなく、公開の必要性などの種々の利益について比較衡量

した結果、公開することの公益性を考慮してもなお、当該事務・事業の適正な遂行

に生じるおそれがある支障が看過し得ない程度のものをいう。また、支障の程度に

ついては、名目的なものではなく実質的なものであることが要求されている。 

（4）条例第７条第６号該当性について 

ア 各試験等の評価割合について 

（ア）実施機関は、弁明書において、各試験等の評価割合を公表した場合、例えば、

相対的に評価割合の低い項目が軽視されるようになったり、総得点を高くする

ための効率的な試験対策を助長するなど、総合的・多面的な評価に基づく選考

試験の趣旨が損なわれ、公正かつ円滑な人事管理等に著しい支障が生じるおそ

れがある旨主張している。 

また、実施機関は、意見陳述において、昇任試験については、受験者同士が

知り合いである可能性も高いことから、各試験等の評価割合を公開すると、受

験者同士が情報共有した際に、各試験等の評価割合が実際に近い形で推測で

き、効率的な受験対策を助長する旨主張している。 

一方、審査請求人は、各試験等の評価割合は、公正な評価をする基準となる

情報で、公開することで人事管理に係る当該事務もしくは将来の同種の事務の

公正もしくは円滑な執行に支障が生じるとは考えにくい旨主張している。 

  （イ）実施機関から補足説明資料として提出を受けた「令和〇年度島根県立学校教

頭職採用・昇任候補者選考試験実施要項」によると、昇任試験は、県立学校の

教頭に採用又は昇任させることが適切と認められる者を公平かつ公正に選考す

ることにより、県立学校の適正な運営を推進することを目的としており、昇任
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試験の透明性及び公正性を担保するためには、人事管理に係る情報についても

可能な限り公開することが期待されるところである。 

受験者が昇任試験に合格するために各試験等の評価割合に応じた試験対策

を行うことは、当然あり得ることであるが、各試験等の評価割合を公開し、実

施機関が重視している試験区分を明らかにすることで、実施機関が教頭職に対

して求める能力を示すことにつながり、ひいては実施機関が求める人材の確保

につながるということも考えられる。 

また、相対的に評価割合の低い項目が軽視されるようになったり、総得点を

高くするための効率的な試験対策を助長する等、総合的・多面的な評価に基づ

く選考試験の趣旨が損なわれることを回避するためには、総合点のみで合否の

判断をするのではなく、各試験において合格最低点を設けるなど、別の方法に

より弊害を回避することも可能であると考えられることからも、各試験等の評

価割合を公開することにより、人事管理に関する事務の適正な遂行に著しい支

障が生ずるとまでは認められないため、条例第７条第６号には該当しない。 

イ 受験者個人の属性となる情報、受験者の試験成績及び筆記試験の平均点につい

て 

       受験者個人の属性となる情報及び受験者の試験成績を非公開としたことについ

て、実施機関は、意見陳述において、本件対象公文書全体が人事管理情報を含ん

だものである旨主張している。 

しかしながら、上記(3)のとおり、条例第７条第６号に該当するための支障の程

度については名目的なものではなく、実質的なものであることが必要であるとこ

ろ、実施機関の主張をもってしても受験者個人の属性となる情報及び受験者の試

験成績を公開することによる人事管理に関する事務の遂行上の支障が実質的、具

体的になったとはいえず、人事管理に関する事務の適正な遂行に著しい支障が生

ずるとまでは認められないため、条例第７条第６号には該当しない。 

また、筆記試験の平均点についても、公開することにより当該事務・事業の適

正な遂行に著しい支障が生ずるとまでは認められず、条例第７条第６号には該当

しない。 

なお、受験者個人の属性となる情報及び受験者の試験成績については、受験者

個人に関する情報でもあるため、条例第７条第２号の該当性について、後記(5)

及び(6)で判断する。 

  ウ 評価者の氏名、評価者ごとの採点及び評価者ごとの採点の平均について   

実施機関は、意見陳述において、昇任試験については、評価者と受験者との間

に面識があったり、今後の勤務において知り合いとなる可能性が高く、評価者の

氏名及び評価者ごとの採点を公開すると、評価者が公正・公平な判断をすること

が難しくなる旨主張している。 

面接試験及び論述問題については、人物評価を伴うものであることから、試験

の信頼性及び妥当性を担保するためには、評価者が受験者に対して率直な評価を

行うことができる状況にあることが前提となるものであると思料される。 

この点、評価者の氏名及び評価者ごとの採点が公開されると、受験者が自己の

評価に関して評価者に不適切な働きかけを行ったり、評価者が受験者からの批判

や反発を招くことを懸念して率直な評価を行うことが困難となるなど、昇任試験
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の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあることからも、実施機関の主張に

不合理な点はない。 

また、評価者ごとの採点の平均についても、公開することにより評価者が率直

な評価を行うことを躊躇し、画一的な評価にとどめるなど、昇任試験の適正な遂

行に著しい支障が生ずるおそれがある。 

したがって、評価者の氏名、評価者ごとの採点及び評価者ごとの採点の平均を

公開することにより、人事管理に関する事務の適正な遂行に著しい支障が生ずる

おそれがあるため、条例第７条第６号に該当する。 

エ 受験者の勤務評価等について 

    実施機関から補足説明資料として提出を受けた「令和〇年度島根県立学校教頭

職採用・昇任候補者選考試験実施要項」によると、選考に当たっては勤務実績を

十分考慮し、その際、勤務評価を参考資料として活用する旨が記載されている。 

実施機関は、意見陳述において、受験者の勤務評価等を公開すると、評価を行

う上司の公正な判断を妨げるおそれがある旨主張している。 

受験者の勤務評価等については、評価を行う上司がつける評価と受験者が予想

する自己の評価が必ずしも一致するとは限らず、受験者が評価を行う上司に不信

感や怨恨を抱くなど職場内で対立関係が生じ、人事管理に関する事務の適正な遂

行に著しい支障が生ずるおそれがあることからも、実施機関の主張に不合理な点

はない。 

したがって、受験者の勤務評価等を公開することにより、当該事務・事業の適

正な遂行に著しい支障が生ずるおそれがあるため、条例第７条第６号に該当する。 

  オ 合否（案）を記載する項目欄について 

    実施機関は、意見陳述において、合否（案）を記載する項目欄を公開すると、

審査請求人の試験成績の一部が推測される旨主張している。 

しかしながら、合否（案）を記載する項目欄については、実施機関内部の協議

において職員が使用する欄であり、本件対象公文書において、合否（案）を記載

する項目欄には何も記載されていない。 

また、合否（案）を記載する項目欄が公開されたとしても、審査請求人の試験

成績の一部が推測されるとはいえないことからも、実施機関の主張をもってして

も合否（案）を記載する項目欄を公開することにより、人事管理に関する事務の

適正な遂行に著しい支障が生ずるとまでは認められないため、条例第７条第６号

には該当しない。 

カ 教頭職採用・昇任候補者名簿に係る情報等について 

実施機関は、意見陳述において、本件対象公文書の教頭職採用・昇任候補者名

簿に係る情報等はあくまで目安として記載しているものであるため、教頭職採

用・昇任候補者名簿に係る情報等を公開すると、誤解が生じるおそれがある旨主

張している。 

しかしながら、組織としての説明責任を果たすという観点からは、教頭職採 

用・昇任候補者名簿に係る情報等が確定数ではないことのみをもって人事管理に

関する事務の遂行に著しい支障が生ずるとまではいえない。 

また、実施機関によると、欠員数については、島根県のホームページ上で公開

されている情報であるとのことであり、実施機関の主張をもってしても教頭職採

用・昇任候補者名簿にかかる情報等を公開することにより、人事管理に関する事
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務の適正な遂行に著しい支障が生ずるとまでは認められないため、条例第７条第

６号には該当しない。 

なお、教頭職採用・昇任候補者名簿に係る情報等のうち、名簿登載者等の担当

科目別の人数については、特定の個人を識別することのできる情報とも考えられ

るため、条例第７条第２号の該当性について、後記(5)及び(6)で判断する。 

（5）条例第７条第２号について 

ア 本件決定において、実施機関が条例第７条第２号の該当性について主張した部

分はない。 

しかしながら、上記(4)イのうちの受験者個人の属性となる情報及び受験者の試

験成績、カの教頭職採用・昇任候補者名簿に係る情報等のうちの名簿登載者等の

担当科目別の人数については、個人に関する情報及び特定の個人を識別すること

のできる情報とも考えられるため、これらの条例第７条第２号該当性について、

以下検討する。 

 イ 条例第７条第２号は、個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する

情報を除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等によ

り特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合されることにより、

特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識

別することはできないが公開することによりなお特定の個人の権利利益を害する

おそれがあるものを非公開情報とするものである。 

ただし、慣行として公にされている情報（同号ただし書きア）、人の生命等を  

保護するために公開が必要な情報（同号ただし書きイ）や当該個人が公務員等で

あって職務遂行に係る情報に該当する場合の当該公務員等の職、氏名及び職務遂

行の内容に係る情報（同号ただし書きウ）は非公開情報からは除かれる。 

 (6) 条例第７条第２号該当性について 

ア 受験者個人の属性となる情報及び受験者の試験成績について  

（ア）受験者の氏名、年齢等の受験者個人の属性となる情報は、個人に関する情報

であって、特定の個人を識別することができるもの又は他の情報と照合されるこ

とにより、特定の個人を識別することができる情報であると認められることから、

条例第７条第２号に該当する。 

（イ）一方、受験者の試験成績は、公開することにより必ずしも個人を特定できる

情報とまではいえない。 

しかしながら、受験者の試験成績は、個人の人格と密接に関連する情報であり、

通常他人に知られたくない情報であるといえる。 

したがって、受験者の試験成績は、個人が特定されない場合であっても、公開

することにより特定の個人の権利利益を害するおそれがあるものと認められる

ことから、条例第７条第２号に該当する。 

ただし、本件対象公文書のうち、受験者の順位については、公開したとしても、

昇任試験の受験者数が分かるのみであり、公開することにより特定の個人の権利

利益を害するとまではいえないため、公開すべきである。 

イ 教頭職採用・昇任候補者名簿に係る情報等のうちの名簿登載者等の担当科目別

の人数について 

教頭職採用・昇任候補者名簿に係る情報等には、名簿登載者等の担当科目別の人

数が含まれている。 
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教頭職採用・昇任候補者名簿については、一般に公開していないとのことであり、

名簿登載者等の担当科目別の人数を公開することにより、名簿登載者等の個人が特

定されるおそれがある。 

したがって、教頭職採用・昇任候補者名簿にかかる情報等のうち、名簿登載者等

の担当科目別の人数については、特定の個人を識別することができる情報であると

認められることから、条例第７条第２号に該当する。 

 (7) 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人の反論書によるその他の主張については、当審査会の判断を左右する 

ものではない。 

 

(8) 以上から、冒頭「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

      

６ 付言 

島根県公文書等の管理に関する条例（平成 23 年３月 11 日島根県条例第３号。）第６

条は、「実施機関の職員は、第１条の目的の達成に資するため、当該実施機関における

経緯も含めた意思決定に至る過程並びに当該実施機関の事務及び事業の実績を合理的

に跡付け、又は検証することができるよう、処理に係る事案が軽微なものである場合

を除き、条例の制定又は改廃及びその経緯、個人又は法人の権利義務の得喪及びその

経緯その他の事項について、文書を作成しなければならない。」と規定している。 

本件公文書公開請求において、実施機関は、受験者の受験情報等が記載された一覧

表を対象公文書として特定し、非公開決定を行っている。 

しかしながら、島根県公文書等の管理に関する条例の趣旨や透明性・公正性が担保

されるべきであるという昇任試験の性質上、昇任試験における各試験等の評価割合そ

の他本件対象公文書のもととなる選考基準について定めた文書を作成することが望ま

しいと考えられる。 

実施機関には、県民に説明する責務を全うするという島根県公文書等の管理に関す

る条例上位置づけられた県の責務を意識して、公文書の作成に当たっていただきたい。 
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 別表 

公開しない部分 公開しない理由 

・受験者個人の属性となる情報及び受験者の試験成績
（受験者の順位を除く） 
・評価者の氏名、評価者ごとの採点及び評価者の採点
の平均 
・受験者の勤務評価等 
・教頭職採用・昇任候補者名簿にかかる情報等のうち
の名簿登載者等の担当科目別の人数 

２号 
 
６号 
 
６号 
２号 

 

 

 



- 9 - 

 

（諮問第１７９号に関する審査会の処理経過） 

年  月  日 内       容 

令和 ４年 ７月２２日 実施機関から島根県情報公開審査会に対し諮問 

令和 ５年 １月１９日 

 （審査会第１回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年 ３月 ９日 

 （審査会第２回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年 ４月２０日 

 （審査会第３回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年 ５月２５日 

 （審査会第４回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年 ６月１５日 

 （審査会第５回目） 
実施機関の意見陳述、審議（第２部会） 

令和 ５年 ７月１３日 

 （審査会第６回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年 ８月１７日 

 （審査会第７回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年 ９月２８日 

 （審査会第８回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年１１月 ９日 

 （審査会第９回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年１１月１６日 

 （審査会第１０回目） 
審議 

令和 ５年１２月２１日 島根県情報公開・個人情報保護審査会が実施機関に対し答申 
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（参考） 

島根県情報公開・個人情報保護審査会審査会委員名簿 

（令和４年度までは島根県情報公開審査会） 

氏   名 現       職 備   考 

永松 正則 国立大学法人島根大学法文学部准教授 会長、第２部会長 

清原 和之 国立大学法人島根大学法文学部准教授 会長代理、第１部会長 

永野 茜 弁護士 第１部会 

福間 恭子 行政書士 第１部会 

熊谷 優花 弁護士 第２部会 

マユーあき 公立大学法人島根県立大学人間文化学部教授 第２部会 

 


